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AI、ロボット、IoT、ビッグデータ、シェアリング・エコノミー、といった「第 4 次産業革命」と呼ばれる

大きな波が、経済だけではなく社会のあり方を変えようとしており、これらの変化に対応することが、国・

企業に強く求められる時代となっております。 

 

テクノロジーの進歩が経済・社会にもたらす影響や、今後の国・企業の進むべき道筋について、少しでもお

役に立てる情報をご提供できれば幸いです。 

 

     株式会社ニッセイ基礎研究所 

代表取締役社長 手島 恒明 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次産業革命下の世界と日本   基調講演 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    データエコノミー時代の企業戦略とは 

 

パネルディスカッション 
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(1) Baidu
(2) Alibaba
(3) Tencent
(4) Iflytek
(5) Sense Time



⽇本経済団体連合会
産業技術本部⻑

吉村 隆

2019年 ニッセイ基礎研究所シンポジウム

1

 名 称
⼀般社団法⼈ ⽇本経済団体連合会（経団連）

 ⽬ 的
総合経済団体として、企業と企業を⽀える個⼈
や地域の活⼒を引き出し、我が国経済の⾃律的
な発展と国⺠⽣活の向上に寄与すること

 設⽴⽇
1946年8⽉16⽇

 会 ⻑
中⻄ 宏明（⽇⽴製作所会⻑）

 会員数
企業会員1,412 団体会員156 特別会員32
計 1,600（2019年4⽉1⽇現在）

経団連について



Society 5.0：創造社会

2

世界に迫る⼤きな変化の波

3

 いま世界には、⼤きな社会変⾰につながる「技術的変化」、経済の重⼼がシフトする
「経済・地政学的変化」、地球環境等の問題を踏まえた「マインドセットの変化」な
ど、急激な変化の波が迫っている。

 こうした変化をリスクとして捉えるのではなく、チャンスと捉えることが重要。変化
の波をいかに使っていくかという想像⼒が問われる。

AIやIoTなどのデジタル技術やバイオテクノロジーの⾰新

技術的変化

世界経済の中⼼がアジア（中国、インド、ASEAN）に急シフト
少⼦⾼齢化や⼈⼝爆発など⼈⼝動態の激変

地球環境など世界規模の問題深刻化によるSDGs等への取り組み重視

経済・地政学的変化

マインドセットの変化



Digital Transformation（DX）

4

「デジタルトランスフォーメーション」（Digital Transformation：DX）

デジタル技術を活かして既存の製品・サービスの付加価値を⾼めたり
業務の効率化を図ることではなく、経営や事業の在り⽅やビジネスモデル、
さらには⼈々の⽣活や働き⽅までも変⾰すること

「デジタライゼーション」Digitalization
デジタル技術を使って既存製品の付加価値を⾼めたり、業務の効率化を図ったりすること

Digitalization ≠ Digital Transformation

IoT あらゆるモノがインターネットに接続され、センサーなどからリアルタイムにデータが収集できるように
なる。デジタル⾰新の対象があらゆるモノ・ヒト・コトに広がる。

AI(⼈⼯知能） AIは適切に設計して運⽤されれば、⾮常に複雑な問題も解決できる。⼈間が⾏ってきた業務の多くは、AI
によって⾃動化することが可能となる。AIの本質は「能⼒の流通とコモディティー化」である。

ロボット AIの能⼒は、ロボットによってフィジカル空間で発揮される。さまざまなモノが知能を有するようになり、
社会のスマート化が進んでいく。

分散台帳技術 ブロックチェーンなど分散台帳技術は、効率的な取引や追跡可能性の向上に⼤きな影響を与える。信⽤や
信頼の新たな形をもたらしうる。

デジタル技術の例

5

１位

２位

３位

４位

５位

６位

７位

８位

Microsoft

Amazon

Apple

Google

Facebook

Berkshire 
Hathaway

Alibaba

Tencent

 ⽶中が、スマートフォン利⽤者に対するインターネットを介した⾰新的なサービス
やアプリ提供などによって躍進し、世界時価総額の上位を席巻している。

 ⼤量のデジタルデータやAIの活⽤を進め、さらに⾰新的な製品・サービスを⽣み出
し続けており、近年フィジカル空間へも進出しつつある。

世界時価総額ランキング（2019年5⽉末）

⽶中デジタル企業の躍進

※⽇本企業は47位にトヨタ⾃動⾞がランクインしているのみ



持続可能な開発⽬標（SDGs）

6

Sustainable Development Goals
 持続可能な開発⽬標（SDGs）は、2015年9⽉の国連サミットで全会⼀致で採択

された、2030年までの⽬標。
 2000年の国連サミットで合意されたミレニアム開発⽬標（MDGs）に代わる、国

際社会の新しい共通⽬標。
 環境問題や貧国・格差などに関する17のグローバル⽬標と169のターゲットから

構成されている。

特徴

 持続可能な開発の３つの側⾯（経済、社会、環境）に統合的に
対応

 「誰⼀⼈取り残さない」が標語
 先進国・途上国すべての国を対象とする普遍的⽬標
 全てのステークホルダー（政府、企業、ＮＧＯ等）に役割

情報社会の次の段階へ

7

 ⼈類は「狩猟社会」「農耕社会」「⼯業社会」「情報社会」と発展してきた。
 今、デジタル⾰新（デジタルトランスフォーメーション）をきっかけに第５段階の新

たな社会（Society 5.0）への変⾰のときを迎えている。



Society 5.0とは

8

 Society 5.0は第5段階⽬の社会として、政府の「第５期科学技術基本計画」(2016年1
⽉）において提唱されて以降、官⺠を挙げて推進。同計画では、「サイバー空間と
フィジカル空間を⾼度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を
両⽴する⼈間中⼼の社会」とされ、「超スマート社会」と呼ばれていた。

 今回、経団連は、Society 5.0を再定義した。

出典：政府広報オンライン「ソサエティ5.0」 https://www.gov-online.go.jp/cam/s5/

Society 5.0は「創造社会」

9

 Society 5.0時代に⼈間に必要になるのは、社会に散らばる多様なニーズや課題を読み
取りそれを解決するシナリオを設計する豊かな想像⼒と、デジタル技術やデータを活
⽤してそれを現実のものとする創造⼒。

 Society 5.0とは、創造社会であり、「デジタル⾰新と多様な⼈々の想像・創造⼒の融
合によって、社会の課題を解決し、価値を創造する社会」。

Society  5 .0

多様な⼈々の ⼒デジタル⾰新 × 想像
創造

価値創造課題解決



Society 4.0から5.0へ

10

 Society 5.0で⽬指す社会は、「課題解決･価値創造」「多様性」「分散」「強靭」「持
続可能性・⾃然共⽣」などがキーワードとなる。デジタルの流れを放っておけば、集
中や格差拡⼤が進むが、分散化の⽅向へあえて進むのがSociety 5.0の⽅向。

 さまざまな制約から解放され、誰もが、いつでもどこでも、安⼼して、⾃然と共⽣し
ながら、価値を⽣み出す社会を⽬指していく。

Society 5.0 for SDGs

11

 社会課題の解決や⼈・機械・⾃然の共⽣を⽬指すSociety 5.0は、国連が採択した
SDGsの達成にも貢献可能。変⾰の⽅向は軌を⼀にしている。

 「Society 5.0 for SDGs」の国際標準化に向け、⽇本がリーダーシップを発揮すべき。



デジタルトランスフォーメーションの推進

12

フィジカル空間からサイバー空間への展開

13

 今後、デジタルをめぐる主戦場はフィジカル空間へと移る。⽇本企業は、フィジカル
空間での技術的優位性を武器にして、サイバー空間への展開をいち早く⾏わなければ
ならない。

 ⽇本としては、各領域の知識とリアルなデータを活⽤したAI化を重点的に進める戦略
が必要。

出典：経団連夏季フォーラム2018(2018年7⽉）北野宏明TF座⻑講演資料「Techno-Social Mega-Trends and Strategic Framework for Japan」



⽇本がとるべきAI×データ戦略

14

 データ覇権をめぐる各国の争いが激化する中、⽇本は多種多様なデータの共
有を図るべき

 データやAIの普及を進めるため関連ポリシーを確⽴し、適切に取り扱う

⽶国 中国 EU

巨⼤プラットフォーマー
企業が⼤量のデータ収集

国家関与の巨額投資により
⼤規模⼈⼝のデータ収集

GDPRによる個⼈データ
の囲い込み

⽇本

多くの業界や企業に分散された多種多様なデータを組織の枠を越えて連携・共有

プライバシーとサイバーセキュリティの確保による安⼼・安全・⾼品質な取り扱い

個⼈データの活⽤推進に向けて

15

 Society 5.0の実現には社会全体のデジタルトランスフォーメーションを進めることが
必要だが、わが国においては企業によるデータ活⽤、とりわけ個⼈データの活⽤が⼗
分に進んでいない。

 企業は、経営者のリーダーシップのもと、消費者に対して、プライバシーやサイバー
セキュリティへの配慮を⽰しつつ、個⼈データの活⽤した⾰新的なサービスが社会課
題を解決し、新たな価値を創造する姿を提⽰していくことが重要。

⽉刊経団連2019年10⽉号（2019年10⽉１⽇発⾏）「特集 個⼈データの活⽤推進に向けて」

出典 http://www.keidanren.or.jp/journal/monthly/2019/10_zadankai.html

座談会：社会課題解決に資する個⼈データ利活⽤の課題



AI-readyな企業

16

経団連では、AI-Readyな企業に向け、経営層、専⾨家、従業員、システム・データに関し
て、５段階のレベル分けを提⽰

イノベーションエコシステム

17

 スタートアップは、社会課題解決に向けたビジョンの明確性、その実現に向けたアイ
デア、熱量、技術の先端性、スピード感において既存企業を上回る。

 産業活性化に向けて、スタートアップを中⼼としたあらゆる主体によるオープンイノ
ベーションを図ることが重要。

スタート
アップ

既存企業 ⼤学等

ビジョン

技術

アイデア
熱 量

スピード感

⼈材

データ

資⾦
技術

• 既存企業に集積する資産をスター
トアップに解放して成⻑を促進

• スタートアップの持つ先端技術、
⼈材、ビジネスモデルを取込み。

• 意欲と能⼒のある⼤学・
研究開発法⼈と連携

オープンイノベーション
定着・本格化

イノベーション
エコシステム進化

知

⼈材

技術

• ⼤学の持つ技術をスタートアップ
として社会実装



《参考》スタートアップ・⼤企業の連携促進に向けた経団連の活動

18

⼤企業側の出席者をオープンイノベーション・新規事業担当の執⾏役員
以上に限定したスタートアップ・⼤企業ネットワーキングイベント
「第１回 Keidanren Innovation Crossing（KIX）」を開催(10⽉１⽇)

【ビデオメッセージ】
【進 ⾏】
⿑藤 昇
経団連スタートアップ委員会
企画部会⻑（⽇本ユニシス

取締役常務執⾏役員）

【スタートアップピッチ】
AI系スタートアップなど６社が登壇

アイデミー
⽯川社⻑

⽇本ﾃﾞｰﾀ
ｻｲｴﾝｽ研究所

加藤社⻑

スタートアップ、⼤企業から
役員ら総勢100名以上が参加

ﾋﾟｸｼｰﾀﾞｽﾄ
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
村上COO

ｴｸｻｳｨｻﾞｰｽﾞ
⼤植執⾏役員

VISITS
Technologies
松本CEO

Ridge-i
柳原社⻑

【ネットワーキング】

落合陽⼀ピクシーダスト
テクノロジーズCEO

おわりに

19



未来を創りあげていく

20

 変化の波は⽌めることはできず、社会の前提が根本から変わる。ただし、社会が進む
⽅向には、無数の選択肢がある。

 未来に「どのような社会が訪れるのか」ではなく「どのような社会を創るのか」とい
う視点を持つべきである。社会の変化を恐れてその波に飲まれるのではなく、⾃ら変
⾰を主導することこそが重要。

⽇本の新たな夜明け

21

 ⽇本に求められるのは、⽇本⾃⾝が「明治維新」や「戦後復興期」に匹敵する⼤変⾰
を遂げ、世界の変化を主導すること。

 ⽇本が世界に提⽰する新たな社会のコンセプト「Society 5.0」の実現に向けて取り組
みを加速させていくことが必要。



Society 5.0 –ともに創造する未来－

22

 経団連は「Society 5.0」を最重要課題として、その実現に向けた取り組みを推進。
 本⽇の講演内容は、経団連が2018年7⽉に設置した未来社会協創会議（座⻑：中⻄宏明

経団連会⻑）での議論を踏まえて同年11⽉に公表した提⾔「Society 5.0 –ともに創造
する未来ｰ」を中⼼に構成したもの。

第１章

Society 5.0の⽬指すもの
１．⼈類社会の進展
２．デジタル⾰新
３．Society 5.0とは
４．Society 5.0のもたらすもの
５．具体的な社会像 -Society 5.0 for SDGs-
６．まとめ

第２章

⽇本を解き放つ
アクションプラン
１．⽇本の⽬指すべき⽅向性
２．アクションプラン

（１）企業が変わる
（２）⼈が変わる
（３）⾏政・国⼟が変わる
（４）データと技術で変わる

詳細はこちら
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2019年10⽉9⽇
（株）ニッセイ基礎研究所

チーフエコノミスト
⽮嶋 康次

ニッセイ基礎研究所 シンポジウム
「⽇本になぜデジタル化が必要なのか？」

「縦」と「横」：「データ」×「先端技術」が産業を変える1

（資料）経済産業省 「新産業構造ビジョン」



⽇本経済の未来は「⽣産性」にかかっている2
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⽇本の⼈⼝の⻑期推移（1600年〜）

（注）将来⼈⼝は出⽣中位（死亡中位）推計
（資料）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⼈⼝統計資料集（2017）」、

「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」

10年間での
⼈⼝減少数

（資料）独⽴⾏政法⼈ 労働政策研究・研修機構
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⽣活の質を上げる4
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デジタル化は「累乗」の勢い5
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データトラフィックと⾃動⾞販売
（2004年=1）

（資料）総務省、⽇本⾃動⾞販売協会連合会 （注）
(年)

データトラフィック

⾃動⾞販売

（注）12⽉末時点、⽇本の時価総額ランキングのカッコ内の数字は
世界におけるランキング

（資料）総務省、⽇本⾃動⾞販売協会連合会、Bloomberg
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（資料）経済産業省「商業実態統計」、
Eコマース「電⼦商取引に関する市場調査」より作成

⼩売業の業態別売上⾼＜推移＞
（兆円）

（年）

スーパー

17

百貨店

コンビニエンスストア
ドラッグストア

Ｅコマース

（注）Eコマースには、商品およびサービス(旅⾏・飲⾷など)を含む。



スマホが⽣活、消費、ビジネスを変えた6
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情報通信機器の世帯保有率（％）

（資料）総務省「通信利⽤動向調査」 （年末）

「価値観の変化」×「デジタル化」
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財（商品） サービス

財・サービス⽀出の内訳推計

（資料）消費者庁「平成28年版消費者⽩書」
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7.8 29.5 54.5 8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所有と体験についての意識

（資料）経済産業省「消費インテリジェンス研究会『消費者理解に
基づく消費経済市場の活性化研究会報告書』」(2017年3⽉)

14.6 54.6 27.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■多くの物を所有することが幸せだ

■物を所有するより得られる体験にお⾦をかけたい
「そう思う」

「そう思わない」



トヨタ⾃動⾞もデジタル化に向けて動く
「⾃動⾞を作る会社」

ものづくりに強み

＜⾼級⾞＞ レクサス

＜環境技術＞ プリウス

＜海外＞ タンドラ

「モビリティカンパニー」
「移動」に関わるあらゆるサービスを提供する会社に

＜ライドシェア＞

⽶国Uber、東南アジアGrab、
中国Didi Chuxing等
ライドシェア企業に出資、協業

ソフトバンクと共同出資
でMaaS企業設⽴

＜サブスクリプション＞
⽉額定額料⾦で⾞に乗れるサービス「KINTO」を提供

（資料）各社HP
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⽶国・中国との歴然とした差
＜世界の時価総額ランキング＞

＜⽇本の時価総額ランキング＞

順位 2008年 2018年
1 エクソンモービル（⽶国） マイクロソフト（⽶国）
2 ペトロチャイナ（中国） アップル（⽶国）
3 ウォルマート（⽶国） アマゾン（⽶国）
4 チャイナモバイル（中国） アルファベット（⽶国）
5 Ｐ＆Ｇ（⽶国） バークシャーハサウェイ（⽶国）
6 中国⼯商銀⾏（中国） テンセント（中国）
7 マイクロソフト（⽶国） フェイスブック（⽶国）
8 ＧＥ（⽶国） アリババ（中国）
9 ＡＴ＆Ｔ（⽶国） ジョンソン＆ジョンソン（⽶国）

10 ジョンソン＆ジョンソン（⽶国） JPモルガンチェース（⽶国）

順位 2008年 2018年
1 トヨタ(28) トヨタ(37)
2 NTT ドコモ(45) NTT ドコモ(102)
3 NTT(52) NTT(121)
4 三菱UFJFG(62) ソフトバンクグループ(129)
5 任天堂(75) 三菱UFJFG(143)
6 東京電⼒(95) キーエンス(156)
7 武⽥製薬(104) ソニー(157)
8 キヤノン(112) ＫＤＤＩ(163)
9 ホンダ(120) ソフトバンク(167)

10 三井住友FG(146) ファーストリテイリング(185)

9

（注）12⽉末時点、⽇本の時価総額ランキングのカッコ内の数字は
世界におけるランキング

（資料）Bloomberg

⽶国, 
196

中国, 
97

英国, 21

インド, 19

ドイツ, 11

その他, 
58

＜ユニコーンの社数＞

（注）⽇本は「その他」のうちの３社
（資料）CBインサイツ(2019/9/20時点）



プラットフォーマーは縦横無尽10

（資料）未来投資会議 資料

プラットフォーマーがあらゆる機能を飲み込む11

ポイント・○○ペイ
で購⼊

プラットフォーム

物販
-Eコマース
-コンテンツ

等

サービス
-予約
-シェア

等

⾦融
-投信
-保険

等

消費者

銀
⾏ ポイント還元

銀⾏の出番
(決済)が
減る？

○○ペイに残⾼を持つ
ポイント貯める

個⼈間送⾦も？

＜プラットフォーマーのエコシステム＞



個⼈情報 根強い不安12
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＜マイナンバーカードの交付率＞

（注）⼈⼝に対する交付枚数の⽐率

（資料）総務省

18.9%

15.1%
66.1%

0% 20% 40% 60% 80%

分からない

持っていないと思う

持っていると思う

＜公正取引委員会のアンケート調査＞

Ｑ.⾃分の個⼈情報や利⽤データは経済的な
価値を持っていると思うか？

Ｑ.プラットフォーマーの個⼈情報や利⽤データの
収集、利⽤、管理等について何らかの懸念は
あるか ？

13.9%

10.3%
75.8%

0% 20% 40% 60% 80%

分からない

懸念はない

懸念がある

（資料）公正取引委員会

プラットフォーマー規制 ３つの柱

独禁法 個⼈情報保護 デジタル課税
 ネットワーク効果、デー

タ囲い込みで独占・寡
占が進む

 不公正・不透明な取
引慣⾏

 フェイスブックの⼤規模
な情報漏えい

 どのように情報が使われ
ているのか分からないと
いう不安

 現⾏のルール（恒久施
設なくして課税なし）で
は課税できない

 課税逃れの拡⼤

 不公正・不透明な慣
⾏を防⽌するルール

 買収審査にデータの価
値を勘案

 データ・ポータビリティ
 個⼈との取引でも「優

越的地位の濫⽤」

 個⼈情報保護法の改
正（強化）

 「忘れられる権利」を求
める声も

 欧州のＧＤＰＲ

 現⾏のルール⾒直しを
G20で合意

 ユーザーのいる国に税
収が移転

 2020年に向け、具体
的ルール作りが進む
（各国の利害で調整

難航も？）

13



データ活⽤：「安全性」×「利便性」

消費者
（個⼈）

 ⾃分のデータがどう使われているのか分からない、
制御できないという不安

 データを提供しても、⾃分は便益・利便性が
感じられないという不満・不公平感

14

企業
 消費者の不安、レピュテーションリスク等を考え、

データ流通・活⽤に躊躇してしまう
 ⾃らが獲得し保有するデータを流通させるメリットを

感じず、データを中で囲い込む

「安全性」と「利便性」を⾼めていけるか？
■プライバシー保護 ■情報銀⾏ ■プラットフォーマー規制
■セキュリティ対策 ■マイナンバー ■⽣産性向上 ■個別最適化
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